
   上天草市住宅用省エネルギー設備設置費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、家庭におけるエネルギーの安定的な供給並びにエネルギーの利用の効

率化及び最適化を図り、もって地球温暖化の防止に資するため、自ら居住する住宅に省エ

ネルギー設備を設置する者に対し、予算の範囲内で上天草市住宅用省エネルギー設備設置

費補助金（以下「補助金」という。）を交付するため、上天草市補助金等交付規則（平成

１６年上天草市規則第３５号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象設備） 

第２条 この要綱において、補助金の交付対象とする住宅用省エネルギー設備（以下「対象

設備」という。）は、別表第１に定める設備とする。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、次に掲げる要件を全て満たす個人とする。 

(１) 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）が、自ら居住する専用

住宅又は併用住宅（これらのうち賃貸用のものを除く。以下「対象住宅」という。）に設

置するものであること。 

(２) 設置前において、対象設備が使用されたものでないこと。 

(３) 第５条の規定による交付申請をした日の属する年度の３月10日までに、対象設備の設

置を完了すること。 

(４) 第９条の規定による実績報告時までに対象住宅に住民登録を有する者であること。 

(５) 対象設備のうち、太陽光発電システムを設置する場合は、第９条の規定による実績報

告時までに電力会社と電灯契約及び余剰電力の受給契約を締結していること。 

(６) 市税等を滞納していないこと。 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付を受ける

ことができない。 

(１) 第５条の規定による交付申請を行う日の前日までに、対象設備の設置工事に着手した

場合 

(２) 過去に同一の対象設備に関する本市の補助金の交付を受けている場合 

(３) 対象設備を増設する場合 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額

は、別表第２のとおりとする。 

２ 前項の補助対象経費の算定に当たっては、消費税及び地方消費税相当額を控除するもの

とする。 

３ 補助金の額は、1戸の住宅につき１０万円を上限とし、交付の回数は１回限りとする。 

補助金は、一の対象住宅において、対象設備の種類ごとに１回に限り交付する。 



（補助金の交付申請） 

第５条 申請者は、上天草市住宅用省エネルギー設備設置費補助金交付申請書（様式第１

号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画書（様式第２号） 

(２) 対象設備の設置場所を示す案内図 

(３) 対象設備の設置前の現況写真及び配置図 

(４) 対象設備設置に係る経費の内訳が明記されている見積書等の写し 

(５) 対象設備設置に係る契約書の写し 

(６) 対象設備の仕様が分かるパンフレット等 

(７) 住民票（申請時に本市に住民登録を有するものを除く。） 

(８) 市税等の未納がない証明書 

(９) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、上天草市住宅用省

エネルギー設備設置費補助金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）により、申請者に

通知するものとする。 

２ 市長は、補助金を交付することを決定した者（以下「交付決定者」という。）に対し、

補助金の交付の目的を達成するために必要な指示を行い、又は条件を付すことができる。 

（内容の変更） 

第７条 交付決定者が、補助事業の内容を変更しようとするときは、速やかに上天草市住宅

用省エネルギー設備設置費補助金交付変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、そ

の承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 交付決定者が、前項の規定による申請をするときは、変更の内容が確認できる書類を添

付しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、上天草市住宅用省エネ

ルギー設備設置費補助金交付変更承認（不承認）通知書（様式第５号）により、交付決定

者に通知するものとする。この場合において、前条の規定により決定した補助金の額は、

増額することができない。 

（申請の取下げ） 

第８条 交付決定者が、対象設備の設置を中止しようとするときは、上天草市住宅用省エネ

ルギー設備設置費補助金事業中止申請書（様式第６号）を速やかに市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、上天草市住宅用省エネ

ルギー設備設置費補助金事業中止承認（不承認）通知書（様式第７号）により、交付決定

者に通知するものとする。 



（実績報告） 

第９条 交付決定者は、対象設備の設置を完了したときは、速やかに上天草市住宅用省エネ

ルギー設備設置費補助金実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提

出しなければならない。 

(１) 事業結果報告書（様式第９号） 

(２) 対象設備の設置費に係る領収書の写し及び領収書の内訳が分かるもの 

(３) 対象設備が太陽光発電システムの場合は、電力会社との余剰電力受給契約に関する書

面の写し 

(４) 対象設備の保証書の写し 

(５) 対象設備の設置状況を示す写真 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

（補助金の交付確定） 

第10条 市長は、前条の規定による報告の内容を審査し、これを適当と認めるときは、交付

すべき補助金の額を確定し、上天草市住宅用省エネルギー設備設置費補助金確定通知書

（様式第10号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第11条 交付決定者は、前条に規定する通知を受けたときは、２週間以内に上天草市住宅用

省エネルギー設備設置費補助金交付請求書（様式第11号）により市長に補助金の交付を請

求しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求が適当と認めるときは、交付決定者に補助金を交付する

ものとする。 

（財産処分の制限） 

第12条 交付決定者は、第10条に規定する通知を受けた日から起算して10年を経過するまで

は、対象設備を補助金交付の目的以外に使用し、売却し、譲渡し、交換し、貸与し、廃棄

し、又は担保に供するときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

（補助金の交付決定の取消し等） 

第13条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、補助金

の交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金を返還させるものとする。 

(１) 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

(２) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に違反したとき。 

(３) その他市長が必要と認めるとき。 

（調査） 

第14条 市長は、補助金に係る交付事務の適切かつ円滑な運営を図るため、必要に応じて交

付決定者に対して報告を求め、又は現地調査等を行うことができるものとする。 

（協力） 



第15条 市長は、交付決定者に対し、必要に応じて設置の効果等に関する資料の提供その他

の協力を求めることができる。 

（雑則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（上天草市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱の廃止） 

２ 上天草市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱（平成２２年上天草市告示第

３６号）は廃止する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の際、現に廃止前の上天草市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交

付要綱第５条の規定による交付の決定がされた住宅用太陽光発電システムの設置について

は、なお従前の例による。 

附 則 （令和８年３月３１日告示第２９号） 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（第２条関係） 

設備の種類 設備の要件 

太陽光発電システム 

（１）対象住宅の屋根等への設置に適した低圧配電線と逆

潮流有りで連結するものであること。 

（２）太陽電池の公称最大出力が１０キロワット未満であ

ること。 

（３）太陽電池モジュールが、次のアからウまでのいずれ

かの規格等に適合していること。 

 ア 国際電気標準会議の規格又は日本工業規格に適合し

ているものであること。 

 イ 一般社団法人電気安全環境研究所の認証を受けてい

るものであること。 

 ウ 一般社団法人太陽光発電協会ＪＰＥＡ代行申請セン

ターにおいて設備認定に係る型式登録がされているもので

あること。 

定置用リチウムイオ

ン蓄電システム 

国が令和６年度以降に実施する補助事業における補助対

象機器として、一般社団法人環境共創イニシアチブにより

登録されているものであること。 

エネルギー管理 

システム（ＨＥＭ

Ｓ） 

一般社団法人エコーネットコンソーシアムの定めるＥＣ

ＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格の認証を取得していること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第２（第４条関係） 

設備の種類 補助対象経費 補助金の額 

太陽光発電システム 

太陽光モジュール、架台、パワーコンデ

ィショナー（インバータ・保護装置）、そ

の他付属機器（接続箱、直流側開閉器、交

流側開閉器）の各購入費及び工事費（据

付・配線工事等） 

１件当たり 

上限５万円 

定置用リチウムイオ

ン蓄電システム 

設備本体（蓄電池部、電力変換装置）及

び付属品（キュービクル、独自計測表示装

置）の購入費及び工事費（据付・配線工事

等） 

１件当たり 

上限10万円 

エネルギー管理 

システム（ＨＥＭ

Ｓ） 

データ集約機器（計測結果を集約し、記

録に残るサーバ等の装置等）、通信装置

（ゲートウェイ装置、通信アダプタ等）、

制御装置（機器の制御に係るコントローラ

等）、モニター装置（独自端末等）、計測

機器（電力使用量の計測に係る電力量セン

ター、電流計、タップ型電力計等）の各購

入費及び工事費（据付・配線工事、セット

アップ等） 

１件当たり 

上限１万円 

 


